
土地総合研究 2017年夏号 25

 
 
 
 

第四次産業革命下での不動産仲介業 
 
 

 

中央大学総合政策学部 教授  実積 寿也 
じつづみ としや 

 

 要旨 

情報通信技術（ICT）と人工知能（AI）を経済社会活動の隅々で活用することで資源配分の効率性

を高めることを目指す第四次産業革命は、少子高齢化問題に直面するわが国にとっては国家的要請

でもあり、その実現に官民の努力が傾注されている。同革命の下では、情報の不完全性・不確実性

を存立の基礎とする不動産流通業は存在理由が問い直され、生き残りのためにはビジネスモデルの

再構築が必須となる。巨大なネット企業の存在を考えれば、不動産仲介業は物件仲介サービスに代

え、モノのインターネット（IoT）を活用した総合的な生活サポートに活路を見出せる。 

 

 

 

１．はじめに 

少子高齢化による生産年齢人口シェアの低下に

見舞われている日本経済が今日の繁栄を維持する

ためには、労働生産性の飛躍的改善は国家的な要

請である。モノのインターネット（Internet of 

Things［IoT］）を活用して集めたビッグデータ（big 

data）を人工知能（Artificial Intelligence［AI］）

で解析し、その成果をリアルな社会経済活動に還

元して、労働生産性の飛躍的向上を目指す第四次

産業革命は、その要請に応える手段として期待さ

れている。 

同革命は不動産仲介の分野においても進行中で

ある。「土地・不動産に関する情報の充実とその利

活用を促進することは、透明で効率的な市場を形

成する上で不可欠な基盤づくりであるとして、こ

れまでも土地政策において重要な課題とされてき

た」（国土交通省, 2017, p.5）とされ、不動産価

格や供給物件に関する各種情報提供システムの充

実が進められるとともに、急速に進化する情報通

信技術（ICT）を活用した不動産テック（Real 

Estate Tech）の潮流が観察されている。本稿では、

第四次産業革命、具体的には ICT投資の深化によ

って要請される不動産仲介業の変容について考察

する。 

 

２．不動産仲介の機能 

不動産という財のユニークな特徴は連坦性と個

別性にある（前川, 2003）。連坦性とは、ある土地

の利用が周辺の土地に影響を及ぼすことを意味し、

経済的には外部性であるため、通常の市場メカニ

ズムでは資源の有効配分が期待できない。一方、

財が相互に完全に差別化されていることを意味す

る個別性の下では、完全情報条件の充足は期待で

きず、市場の厚みも薄くなるため地価の短期的変

動の原因となる。さらに情報の流通も不完全とな

るため（図表１）、不動産取引は不完備情報ゲーム

としての性質を持つ。この点に関連し、清水（2016）

は、現状では住宅をとりまく情報の不完全性と不

確実性が大きく、効率的な資源配分が達成されて

いないという認識のもと、「不動産は、様々な情報

の塊である。我々は不動産を取引しているのでは

なく、情報を取引しているということを強く認識

しなければならない。」（p.62）と指摘する。大橋

（2017）は、前川（2003）のいう個別性は、消費
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者が個々の物件に対して異なる選好を有すること

の反映であり、その結果として、水平的および垂

直的な製品差別化が可能になると主張する。さら

に、供給者と需要者の間には情報の非対称性が存

在し、財が「探索財」「経験財・信用財」の性質を

持つため、取引コストや品質保証コストが取引の

重要な要素となり、対策を講じない場合は資源配

分の効率性が損なわれる可能性を指摘する。 

こうした市場で、需要者・供給者による取引相

手の探索を容易にするサービスを有料で提供する

ことが不動産仲介業者の伝統的な役割であり、そ

れにより資源配分効率性が改善する1。中川（2017）

は、海外の先行研究をひきつつ、不動産仲介業者

の役割を「『たくさんのバラエティーの不動産の在

庫、情報を抱えること』と、『情報の非対称性を緩

和すること』により、売り手と買い手のマッチン

グ確率を上げるところにある」（p.19）と規定する。

阪本（1998）は、そうした情報サービスは、管理

サービス、取引安全サービスとともに不動産流通

業者の主要収益源であるとし、朴（2005）は、関

                                                      
1 市場が完全になればなるほど、仲介業者が提供するサ

ービスは価値を失うので、仲介手数料が可変であるとす

れば、その水準は不動産市場の競争性と逆相関となる。

「日本の住宅流通市場は仲介手数料率が上限の 3％で

あるケースが多い。これは、仲介の市場も不完全であり、

仲介業者間の競争が存在しないことを示す。」（前川, 

2003, p.141） 

係性マーケティングの観点から、プレイ

ヤーの間の情報の非対称を解消するため、

不動産を「商品化」する仲介業者の役割

が重視されていると指摘する。橘川（2016）

は、不動産流通業が、全産業法人数に占

めるシェアを近年拡大しつつある不動産

業の中核を占めている点に着目したうえ

で、日本の経済発展、とりわけ都市化・

重化学工業化に貢献した開発機能と、不

動産取引に係る情報コストの削減に寄与

したことを強調する。さらに後者に関し、

個別化が著しい不動産については規模の

経済が十分には機能しなかったため、結

果として小規模事業者の生き残りが可能

になったと主張する。 

しかしながら現在の不動産仲介業者の機能は完

璧ではない。既存住宅市場の現状に関し、前川

（2017）は、既存の土地総合情報システムのカバ

ー率の低さやプライバシー重視の影響で、売り手

や買い手が利用できる情報量が少なく、財の品質

に関する情報も不十分で、取引に介在する専門家

の数も欧米と比較して不足していることを問題視

する。利用できる情報の量・質が不十分であれば

資源配分は最適とならない。また、取引価格と留

保価格の差の最大化を目的として行動する需要

者・供給者とは異なり、仲介業者は仲介純利益2の

最大化を目指して行動するため、エージェント・

プリンシパル問題の発生が不可避であり3、さらに、

仲介手数料の存在は均衡取引量を減少させて死重

損失を生む。大橋（2017）は、不動産の購買頻度

は極めて少なく消費者側に取引経験の蓄積がほと

んど発生しないことから、仲介事業者に情報の非

対称性を活用して収益の最大化を図るインセンテ

ィブが過大に働く可能性が生まれることを指摘す

る。 

 

                                                      
2 取引価格に仲介手数料率を乗じたものから仲介コス

ト等を差し引いたものとして定義される。 
3 本問題については前川（2017）においてモデル分析が

行われている。 

 
図表１ 不動産市場における情報流通 

 

出典：前川（2003, p.49 図表2-18）をベースに筆者作成
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個別化が著しい不動産については規模の
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３．不動産仲介の情報化 

不動産仲介に依然として残る非効率性について

は情報化による対処が期待できる。非効率をでき

るだけ低コストで解消するような情報を提供する

ことが競争優位性となるため、個々の事業者には

情報化投資へのインセンティブが生じる。情報化

によって物件情報の蓄積・管理のコストが飛躍的

に低下すれば、不動産仲介事業者の提供する物件

情報提供の量・質が改善し、内部プロセスの効率

性が高まることで全般的なコスト削減も実現でき

る。大量の売買価格情報を蓄積し、AI等を活用し

て分析すれば、個別性の高い不動産取引価格の予

測が高い精度で可能になり、取引コストの低廉を

通じて当該事業者の利益率が改善し、市場全体の

効率性も高まる。 

不動産流通業界の情報化は、インターネット商

用化以前の早い段階から期待されており、中西・

佐藤（1989）は、産業連関分析を用いて、不動産

業を含む「基盤型サービス部門」の 2000年時点の

姿について「公共性の強い産業や一般的に成熟し

た産業が多く、生産額、付加価値額の伸びは産業

全体の伸びをやや下回っている…。これは、情報

通信等の活用による経営の効率化、人材派遣業の

活用等により付加価値要素のうちの雇用者所得

（人件費）の減少が図られたことによる」（p.60）

と描写し、プロセス効率化のための情報化が進む

ことを予測した。 

現実の情報化は 1990年代から積極的に進展し、

村杜（1998）や秋山（1998）は、不動産流通標準

情報システム（Real Estate Information Network 

System）による仲介業者間での物件情報共有や、

インターネットによる消費者への情報提供が進み

つつあると報告している。21世紀に入ってからは

インターネットの普及を背景に後者の取り組みに

関する報告・分析が多い（不動産流通研究所［2001, 

2002a, 2002b, 2003］など）。初期には、水登（2004）

が記述しているように、「不動産物件の判断には現

地確認が必須とされ、地場での情報優位性が依然

高く、本当に価値ある情報はネットに回らないう

ちに買い手が決まるともいわれている。このため、

情報化社会の恩恵はあまり受けていない」（p.32）

という指摘も存在したが、近年の調査（不動産流

通経営協会, 2016）によれば、住宅購入者全体の

81.1％がインターネットを介して物件情報の収集

を行っており、インターネットは不可欠の情報イ

ンフラとなっている。業界内競争に対処する差別

化の手段として SNSなどを活用して顧客囲い込み

や地域密着を進めているケースもある（渡辺他, 

2015）。中小企業を対象とした信金中央金庫地域・

中小企業研究所（2014）の面接聴取り調査によれ

ば、不動産業は中小企業の中で最もインターネッ

トの活用が進んでおり、とくに「自社 HPによる宣

伝広告」、「市場調査・マーケティング」などで活

用されている。 

 

４．仲介サービスの主役交代 

仲介サービスで情報化が進展すると、伝統的事

業者群の市場退出（disintermediation）がもたら

され、それに代わって参入した ICTに特化した強

力なプレイヤーがより高品質かつ安価な仲介サー

ビスの提供を行う（re-intermediation）といった

ケースが観察される。出版社と一般読者をつなぐ

仲介サービスを提供していた街中の書店群が

Amazonに、CDショップが iTunesにとって代わら

れたのは記憶に新しい。ネットワーク型サービス

については、利用者が増えるほどサービスの価値

が高まるという「消費における規模の経済性」（ネ

ットワーク効果）が発生するため、規模の劣る事

業者は同種のサービスを提供する限り太刀打ちで

きない。伊藤（2001）は、ICT によるデジタル革

命が既存業態の提供している「機能の束」をアン

バンドルし、特定分野のみに秀でた新規参入企業

によるクリームスキミングが発生する結果、残さ

れた部分だけを抱えた従来型企業は収益力を失い、

産業の分解現象が生じると指摘する。不動産仲介

事業においても同様な状況の発生が想定できる。

多様な物件情報を消費者の個別ニーズにマッチン

グさせ、価格帯別に推奨リストを作成するといっ

た作業はネット企業にとってはなんの造作もない。

ブロードバンドインターネットがユビキタスに普
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及し、スマートフォンという高機能な端末機器が

全員の手元にあり、さらに、近い将来には IoTデ

バイスが周囲に満ち溢れるような状況においては、

強力な AI を装備できる巨大なネット企業の情報

収集・分析力に従来型の不動産仲介業者が真正面

から対抗することは困難を極める。 

不動産に対する需要と供給の高度なマッチング

を ICTにより低コストで実現した最も有名な例が、

2008年設立の Airbnb（エアビーアンドビー）であ

る。同社ホームページ4によれば 191 か国超、

65,000都市にある300万件が物件登録されており、

通算で 1億 6千万人以上が利用している。わが国

におけるサービス展開については、2017年 6月 1

日付けの日本経済新聞 Web刊が、本サービスを利

用した訪日外国人が 2016 年度に前年比約４割増

の約 400万人に達し、訪日客の 15％前後がサービ

スを利用した可能性があると報じている。国内の

登録物件数は本年 5月時点で 51,000件5、本サー

ビスによる経済的利益（2016 年）は 4,061 億円、

経済効果は 9,200億円（対前年比 77％増）に達し

ている6。旅行者に対する宿泊施設・民宿の提供が

主たる利用目的であるが、実際には 28泊を超える

長期滞在にも対応おり、シェアリングエコノミー

の旗手として、従来型の不動産仲介業と実質的に

競合していく可能性がある。 

阪本（1998）は、ICT環境の整備がすすめば、「ロ

ーカルな不動産情報の独占的優越的ポジション」

（p.32）はもはや長期的な競争力の源とはならな

いことを早い段階から指摘している。物件情報の

提供コストが低下すれば、個々の不動産仲介事業

者が取り扱える物件情報の対象エリアが拡大する

ため、地元に密着して地域独占を享受してきた中

小事業者の市場支配力が崩され、競争圧力が高ま

り（大橋, 2017）、市場全体や産業構造そのものに

大きなインパクトが生まれる7。仲介業者は、長期

                                                      
4 https://press.atairbnb.com/ja/fast-facts/ 
5 http://jp.techcrunch.com/2017/06/02/airbnb- 

japan/ 
6 https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000042.000 
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7 情報の非対称性に対処する技術および市場統合を進

的生存を確保するために、単純な物件情報を超え

る高度かつ専門的な情報サービスを提供すること

で収入源の維持・拡大を図るか、あるいは大規模

情報システムには実装されない別サービスへと業

態を変化させる必要がある。前者の場合、ネット

企業を上回る機能を実現しなくてはならないため、

必要な投資の規模が大きく、大手事業者の勢力拡

大、弱小業者の淘汰が加速する。不動産業におい

ては売上や利益が増加した企業ほど ICT化が進ん

でいるという調査結果（総務省, 2014）は、必要

な投資規模が大きいことの反映だと解釈できる。

情報化対応のための各種コストが嵩む場合、中小

の仲介業者にとってはフルサービスの提供をあき

らめ、コアコンピタンスである地元物件情報の質

を上げるという後者の選択肢が現実解となる。 

従来型事業者が生き残りの方策としてネット企

業には不可能なサービスの提供を目指すにあたり、

不動産仲介の分野に強力な競争相手を呼び込み、

その構造変化を引き起こした ICTは再び大きな力

を発揮する。国土交通省（2016）は、「近年、IT

化の遅れが指摘されている不動産分野においても、

急速に IT利活用の動きが広まり」（p.168）、「ここ

1～2年間において、金融業界における FinTechに

続き、不動産と先端技術を融合した不動産情報化

（Real Estate Tech）が本格化しつつある。」（p.169）

と認識し、地理情報システムや、ビッグデータ、

IoT の活用を例示している。ネット企業との棲み

分けを考慮すれば、物件仲介の機能はネット企業

にアウトソースしたうえで、自身は物理的な近接

性が不可欠となるサービスを、個々の入居者に最

適化した形で提供するというビジネス展開が構想

できる。例えば、北村（2002）は、インターネッ

トの普及により、情報のオープン化をベースとし

た顧客主導化が進むため、不動産仲介業者は、顧

客と物件のマッチング機能ではなく、ネットから

                                                                                
め地域独占を崩す技術が不動産市場に与える影響につ

いてシミュレーション分析した中川（2017）は、両技術

とも市場拡大をもたらすため導入コストが一定以下で

あれば社会厚生を改善すること、後者の技術については

市場統合前の独占事業者の収益を引き下げる可能性が

あることを示した。 
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及し、スマートフォンという高機能な端末機器が
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５．不動産仲介業に求められる対応 

わが国の産業が ICT投資を活用できる能力には

産業毎に濃淡がある。筆者らの分析（日本経済研

究センター, 2017）によれば、ICT 投資、とりわ

けソフトウェアに対する投資と労働生産性の向上

に関し、製造業についてはある程度、正の相関が

みられるが、非製造業では生産性向上をほとんど

伴っておらず、労働生産性に対する投資の弾力性

がマイナスとして計測される場合もある（図表 2）。 

ICT 投資が十分に活用されていない原因として

は、リーマンショックや震災からの復興が影響を

及ぼしている可能性に加え、適合的なビジネスモ

                                                      
8 渡部（2015）は、Multiple Listing Serviceがある

ため、日本に先んじて不動産取引情報が消費者に公開さ

れている米国の事情を紹介し、経済動向や寸時の不動産

傾向に対応するため、不動産業者の専門的コンサルティ

ングが不可欠となっていることを指摘している。 

デルや社内体制を採用していない点が挙げられる。

かつて、「ソロー・パラドックス」（生産性パラド

ックス）の原因解明をめぐる議論の中で、情報化

投資の効果を十分に活かすためには、各企業が

様々な補完的条件の整備を図る必要があることが

強調され（Hammer［1990］、Clemons［1991］、

Brynjolfsson & Hitt［1998］、Bresnahan et al.

［2002］など）、わが国企業を対象に実証分析を行

なった実積（2005）でも同様の結果が確認された

が、近年の ICT投資に関しても同じ状況が発生し

ている可能性がある。この点について、亀井（2013）

は、不動産業界は他の業界に比べて昔ながらの商

習慣や業務プロセスを重んじるために業務プロセ

スの抜本的な見直しが行われにくいという傾向が

あり、①事業部門主導による個別最適化、➁手作

業を中心とした業務プロセス、③メインフレーム

を中心とした基幹系システムの老朽化という三つ

の問題点を抱えていることを指摘する。総務省

（2014）のアンケート調査によれば、ICT 化の進

展や ICTの機能発揮にとって不可欠な組織改革や

人的投資の状況に関し、不動産業は他産業の後塵

を拝しているという結果がでている。不動産仲介

業においては、ICT 投資を進め、前節に示したよ

うに単純な物件仲介機能からの離脱を行うととも

に、内部の組織運営の再構築も進める必要がある。 

さて、2017年 6月 9日に閣議決定された「未来

投資戦略 2017―Society 5.0の実現に向けた改革

 
図表２ 主要産業においてソフトウェア投資が生産性向上に与える影響 

 

出典：日本経済研究センター（2017, p.2 図表1）
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―」9は、人口減少と少子高齢化が進む中で、経済

成長を実現する手段として既存住宅流通・リフォ

ーム市場の活性化を掲げ、2025年までに既存住宅

流通の市場規模を 8兆円に、リフォームの市場規

模を 12兆円に倍増することを目指している。目標

達成の具体策には、全国版空き家・空き地バンク

構築による既存ストック情報の流通支援、および、

家庭内機器のセキュリティ確保のためのモニター

実証やデータ流通等に関する共通ルール作成など

が挙げられている。不動産仲介業者は、個々の居

住者に最適化された居住環境・住宅サービスを、

物件に設置した無数の IoTにより収集されたビッ

グデータを活用して継続的に提供するという「総

合サポート型サービス業」に舵を切ることで、本

来の強みである地元密着性を新時代の競争優位性

に転換できる。 

IoT を活用した第四次産業革命のメリットをい

ち早く享受している先進企業が追及している事業

モデルが、まさにこの総合サポート型サービス業

への転換である。建設機械メーカーの日本最大手

のコマツは、自社製品に IoTを組み込み、稼動情

報をグローバルに収集・分析するシステム

（KOMTRAX）を構築し、顧客へのプロダクトサポー

トの即時性、効率性の向上を実現した。タイヤメ

ーカーの Michelinは、これまでの売り切りモデル

ではなく、テレマティクスやセンサーで顧客の利

用状況を収集することで、走行距離に応じて課金

する Pay by the Mileと呼ぶサービスを運送業者

向けに提供している。本サービスでは、Michelin

側はパンク修理、メンテナンスから廃棄までのサ

プライチェーンの全責任を負う一方、サービス利

用者は走行距離に応じてメンテナンスも含めたト

ータルの金額を支払う。 

同様の事業展開が不動産仲介事業者にとって可

能になれば、不動産仲介業は物件利用権の提供仲

介ではなく、当該物件に居住することで消費者が

享受する生活サービス全般の提供主体となる。例

えば、水道光熱サービスの仲介はもとより、防犯

                                                      
9 http://www.kantei.go.jp/jp/singi/keizaisaisei/pdf/ 

miraitousi2017_t.pdf 

セキュリティの提供、家具や炊事用具、日用品の

レンタル、家事サービスなどを含む総合的な生活

サポートを個別利用者のニーズに応じて提供する

展開が視野に入る。併せて、その過程で地元居住

者の詳細な情報を大量に保持することになるため、

住宅・不動産関連にとどまらない個人向けサービ

ス産業への展開も可能となり、生活サポート産業

としての大きな飛躍も期待できる。 

 

６．おわりに 

第四次産業革命は、ICTと AIを経済社会活動の

隅々で活用することで資源配分の効率性を極限ま

で高めようという試みである。それに対し、住宅

をとりまく情報の不完全性と不確実性によって効

率的な資源配分が妨げられている点をビジネスチ

ャンスとして成立している不動産仲介業は、今後、

ビジネスモデルを根本的に見直さなければ、市場

での生き残りが困難となる。 

ICTや AIは、規模の経済やネットワーク効果が

強く働き、技術進歩のために陳腐化が速い宿命を

持つ。これらを十分に活用するためには利用者サ

イドに膨大な資本力が要求される。加えて、ネッ

ト企業側に技術面での優位性があることを考えれ

ば、不動産仲介事業者は独自の付加価値を提供で

きる分野以外はアウトソースし、IoT を活用した

総合的な生活サポート産業に脱皮していくことが

必要となろう。 
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第四次産業革命は、ICTと AIを経済社会活動の

隅々で活用することで資源配分の効率性を極限ま

で高めようという試みである。それに対し、住宅

をとりまく情報の不完全性と不確実性によって効

率的な資源配分が妨げられている点をビジネスチ

ャンスとして成立している不動産仲介業は、今後、

ビジネスモデルを根本的に見直さなければ、市場

での生き残りが困難となる。 

ICTや AIは、規模の経済やネットワーク効果が

強く働き、技術進歩のために陳腐化が速い宿命を

持つ。これらを十分に活用するためには利用者サ

イドに膨大な資本力が要求される。加えて、ネッ

ト企業側に技術面での優位性があることを考えれ

ば、不動産仲介事業者は独自の付加価値を提供で

きる分野以外はアウトソースし、IoT を活用した

総合的な生活サポート産業に脱皮していくことが

必要となろう。 
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